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高校における才能教育制度に関する一考察 
―韓国の科学高校における「早期卒業制度」を通じて― 

 

金 美連 

（九州大学／大学院生） 

 
           Ⅰ はじめに 
           Ⅱ 科学高校の設立趣旨および早期卒業制度の導入 
           Ⅲ 早期卒業制度の変容 
           Ⅳ おわりに 

 

 
Ⅰ はじめに 

 

 本稿は、教育における公平性（equity）と卓越性

（excellence）という現代の学校教育が追及する二

つの理念のうち、卓越性を実現するための教育政策

が韓国の才能教育においてどのような現状と課題を

抱えているのかを明らかにすることを目的とする。

とりわけ、韓国の高校多様化政策の取り組みの中で

生まれた、特殊目的高校の一つである科学高校に関

して、近年「早期卒業制度」をめぐって行われた議

論に焦点を当てる。 

これまで日本の学校制度は個々の子どもたちの属

性に左右されない機会の平等保障を原理としており

（１）、才能教育、英才教育、早期教育に関して十分な

議論が行われてこなかった。しかし、2000 年以降は

大学の飛び級入学やスーパーサイエンスハイスクー

ル（SSH）の選定など、才能教育の制度化が見られる

のも事実である。そのような子ども・若者の「才能」

の定義とその育成に対する国家の関与と責任の表明

は、その社会の教育に対する見方を示しているもの

と言えるが（２）、韓国においては 1980 年代から 90 年

代以降の世界的規模での産業構造の変化を受け、正

規教育体系の中で国家や地方政府が積極的に才能教

育に関与・推進してきたことが大きな特徴である。 

韓国では一般に科学、外国語、芸術、体育の 4 系

列の学校（科学高等学校と体育高等学校はすべてが

公立、外国語高等学校と芸術高等学校は殆どが私立）

が才能教育機関として認識されている。その中でも

科学高校は国策によって設立され、韓国の才能教育

を代表する存在として、1983 年の設立以来、現在 20

校すべてが公立学校として手厚い公的支援を受けて

いる。 また、科学高校は一般高校とは異なり、独自

の選抜方法、教育課程、評価方法を用いることが可

能であり、大学への飛び級入学をともなうアクセラ

レーション（早期卒業）を制度的・体系的に実施し

てきた唯一の機関でもある。 

しかしながら、2010 年代に入り科学高校における

「早期卒業制度」は、その運用実態が「公平性」の

側面から世論の批判を浴びることになり、80％に達

していた早期卒業制度は、2015 年から 10～20％に縮

小されるようになった。 

これまで日本における韓国の才能教育に関する研

究は、主に石川裕之（2011）によって行われてきた

が、彼は韓国才能教育制度の中に存在する理念と機

能の間の矛盾を「科学高校の受験名門校化」（３）や「不

可視化された機能」（４）という言葉を用いて説明して

いる。これは韓国の才能教育制度が内包する「特定

の社会経済階層の地位・価値観の再生産」といった

エリート教育の機能を指しているものであるが、そ

のような「不可視化された機能」は 2010 年以降、「早
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期卒業制度」の乱用や進学先の多様化等を通して

段々と「可視化」されるようになり、新たな制度設

計が求められるようになってきている。 

そこで本稿ではまず科学高校および早期卒業制度

の変遷を概観し、特に近年早期卒業制度をめぐって

どのような議論がなされてきたかをマスコミの報道

資料や監査院の報告書等を中心に整理し、その変化

について考察を行う。次に、早期卒業制度を初めに

利用できた世代（1995～2000 年の卒業生）へアンケ

ート調査を実施し、彼らにとって早期卒業制度が実

際にどのような意味を持っていたかを確認する。こ

れらを通じて、公教育における「公正な」才能教育

の在り方についての示唆を得ることにしたい。 

 

 

Ⅱ 科学高校の設立趣旨および早期卒業制度 

の導入 

 

１．設立趣旨 

そもそも、才能教育を支持する論拠はトラッキン

グの場合と同様、「功利主義」と「最善の利益」であ

る。「功利主義」の論拠は才能教育、つまりスーパー・

ハイ・トラックの教育は、最も才能ある人たちの技

能を発展させるために必要であり、その人たちが国

のリーダーシップを執り、経済的競争力を高め、国

民全体の生活を改善することができるというもので

ある。一方、「最善の利益」の論拠は才能児の利益に

特に焦点化するものであり、特殊教育とパラレルを

なすとされる。すなわち、才能児は障害のある子ど

もと同じように「特例」として特別のニーズをもつ

ものとして見なされ、この人たちは教育機会の平等

を享受するためには、特別に仕立てられたカリキュ

ラムが必要であるというものである（５）。 

 また、このような才能教育に対する社会的要請に

ついて、杉本は①個々の子どもの能力に適した教育

を提供するという「適能教育主義」、②社会の活性を

高め、国家の国際的地位を高めるための「国際競争

主義」、③文化的・社会経済的に不利な立場にあるグ

ループを上昇させようとする「社会矯正主義」の 3

つのパターンに分類している（６）。 

韓国の高校における才能教育、特に本稿の調査対

象である科学高校は、上記のような「功利主義」と

「最善の利益」という理念に、また杉本がいう「適

能教育主義」「国際競争主義」「社会矯正主義」の３

つの側面をあわせ持つものといえる。 

しかし、かつてボールズとギンダスは、メリトク

ラシーはシンボルにすぎず、能力主義社会とは、能

力の原理の名によって階級の再生産のメカニズムを

機能させている社会であると主張しており（7）、また

「一般に才能教育のプログラムは、幸運にもそのプ

ログラムに入れた生徒が、より多くの文化資本をよ

りはやく蓄積するのを助けるものにすぎない」（8）と

いう批判も存在する。このような批判も存在する中、

なぜ韓国では国からの手厚い支援を受ける科学高校

が短期間で拡大できたのか。 

その答えとして科学高校が、1974 年から現在まで

実施されている韓国の「平準化政策」の補完策とい

う大義名分をもっていた点を最も指摘できよう。韓

国の「平準化政策」とは、中等教育における教育の

機会均等政策の柱となっている入試制度・政策であ

り、「学校別競争入試の禁止」、「学群の設定」「抽選

による入学者の配置」を骨子としている。しかし、

周知のとおり、「平準化政策」は教育の機会均等に重

点を置くあまり、「下方平準化」や「高度なマンパワ

ーの育成」といった課題を抱え、数学・科学分野に

おける才能児の潜在的な才能が損なわれないような

工夫が求められるようになった。 

加えて 2000 年代までに科学高校が担うエリート

教育の機能について殆ど議論の俎上に上がらなかっ

たもう一つの理由は、設立当初から入学者の数など

に関する政府による一定のコントロールが存在し、

また早期卒業制度などを通じて主に科学高校から

KAIST という国立大学への進学が前提となっていた

ことで、国の科学技術分野における高度なマンパワ

ーの育成という明確な政策目標が提示され、社会的

合意を得やすくしていたことが考えられる。 

一方、このような国民的なコンセンサスまたは科

学高校の当為性は、90 年代以降、科学高校の量的拡
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大を経て、そして 2000 年代からは進学先が KAIST

以外の名門大学にも多様化した事態を受け、揺らぎ

を見せ始めた。特に 2012 年度に科学高校の特権とも

いえる「早期卒業制度」が名門大学への進学手段と

して利用される実態が韓国の監査院で告発され（9）、

国会やマスコミからの批判を受けることになり、大

幅に縮小されるようになったことは、科学高校がも

つ「不可視化された機能」が公となっていく点にお

いて注目に値する。 

そもそも教育システムは、平等から卓越へ、また

卓越から平等へと、反省（改革）のプロセスを経る

「改革のメリーゴーランド」であると言われている

が（10）、近年韓国国内で行われている科学高校に関す

る議論をみると、卓越から平等へのシフト、すなわ

ち才能教育制度がもつ「特定の社会経済階層の再生

産といったエリート教育の機能」に、韓国国民が目

を向けるようになってきたと言えよう。 

 

２．早期卒業制度の導入 

 才能教育にはエンリッチメント（深化・拡充教育、

enrichment）とアクセラレーション（速進・促進教

育、acceleration）という二つのアプローチがある

が、韓国の才能教育制度は双方の性格を持っている

ものの、よりアクセラレーションに積極的であり、

国家としての力点も特別クラスよりは特別学校の設

置におかれ、また人材の育成目標もノーベル賞受賞

者のような科学・学術におけるブレイクスルーの達

成が期待されているとされている（11）。 韓国の才能

教育制度におけるアクセラレーションが本格的に始

まったのは、1994 年に才能のある優秀な者に対して

早期卒業および早期入学を許可する法律が作られ

（教育法 154 条 2 項）、初等課程で 1年、中等課程で

1 年短縮できるように大統領令が制定されてからで

ある。それにより、 各市・道教育庁の判断のもとで、

早期卒業および 5 歳児の早期入学制度が全国的に実

施されるようになった（12）。その中でも 25 年間に渡

って体系的にアクセラレーションが実施されたのは、

そのほとんどが科学高校卒業生の受け入れをその主

たる目的とする KAIST における早期入学制度であっ

た。 

一般的にアクセラレーションに期待できる効果と

して、才能の伸長に関わる時間的ロスの回避、学費

など経済的な節約、達成への強い動機付け、有益な

才能を社会が利用する機関の増大の４点を挙げるこ

とができるが（13）、科学高校における早期卒業制度は、

優秀な科学者の速成という明確な目標をもって導

入・実施された点において、前述の杉山がいう「適

能教育主義」と「国際競争主義」の側面が如実に反

映されている（14）。 

なお、科学高校における早期卒業者の変遷をみる

と、以下の通りである（15）。 

【表 1】では 2005 年あたりから早期卒業者の数が

急激に増加したことが見てとれる。それは 2004 年度

から KAIST のみならず、一般大学においても早期入

学者の受け入れが始まり、科学高校の早期卒業制度

を利用して一般大学へ早期入学が可能になったこと

と密接に関連している。また、それは 2004 年 12 月

12 日に教育人的資源部（当時）が「卓越性教育のた

めの総合対策（수월성교육종합대책）」という、才能

教育の拡大を図るための政策を発表したことがきっ

かけとなっている（16）。 

その政策の中で①早期卒業の履修条件の緩和 ②

学校長が学校の特色に合わせ、履修認定の範囲を設

定できる③一般大学においても早期卒業者を対象と

した特別入学枠を設けることができ、APや R&A など

のプログラムの提供が推奨されるといった方針が打

ち出された。 

1996 年に科学高校における「比較内申制度」が廃

止されて以来、科学高校での教育は大学入試制度に

よって歪曲されてきたと言われているが、特に大学
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入試で内申の不利益を被らないために早期卒業制度

が利用されていた（17）。しかしながら、2000 年以降、

KAIST に限られていた早期入学先が多様化したこと、

そして進学先も科学技術分野だけではなく医学部が

目立つようになってきたこと（18）は、才能教育制度に

おいて個人の選択権を尊重し、才能ある生徒が多様

な分野で活躍できる可能性を認める面においては肯

定的に捉えられるものの、国の発展に貢献できる科

学人材の育成といった当初の科学高校の設置目的と

はかけ離れているものであった。 

教育史学者のデビット・ラバレーは、公教育制度

には相異なる公教育観が混在しており、民主的平等

性（democratic equality）と社会的効率性（social 

efficiency）を目標とする場合は「公的財」（Public  

Goods）として、社会的階層移動（social mobility）

を主たる目的とする場合は「私的財」（Private 

Goods）としてみなすべきと言っているが（19）、韓国

の科学高校にはまさにそのような異なる公教育観が

混在しており、それが大学入試制度の変化と相まっ

て、次第に公教育の「私的財」としての側面が強く

認識されるようになってきたといえる。 

 

 

Ⅲ 早期卒業制度の変容  

 

ここからは、近年科学高校における早期卒業制度

が大幅に縮小されるようになった経緯をたどること

にする。そのうえで、1996 年～2000 年（早期卒業制

度を初めで利用できた世代）の科学高校の卒業生 8

人にアンケートおよびインタビュー調査を行い、早

期卒業制度が導入された当初は、どのような機能を

持っていたかを確認する。 

 

１．早期卒業制度が縮小されるまでの経緯 

 韓国の監査院は 2012 年 1 月、科学高校における早

期卒業制度が不適切に運営されている実態を告発し、

また同年度の 9 月に国会においても、キム・テウォ

ン議員によってその問題が大きく取り上げられた。

そのような状況を受け、2015 年に大統領令（25840

号）が発表され、80％にも達していた早期卒業は 10

～20％まで縮小されるようになった。 

 監査院は早期卒業制度の運営上の問題として、①

早期卒業の対象者への選定基準の緩和（各科学高校

の校長の判断によって行われる対象者の選定には、

実質上客観的な「基準」が存在しておらず、2 年生

の全員が早期卒業制度の対象者として扱われてい

た）②推薦制度の乱用（客観的な選定基準を満たさ

ない生徒に対しても、検証ができない内容で推薦を

行っていた）③履修認定評価の形骸的な運営（大学

での入学許可が先に行われることもあり、履修認定

の試験は全員を通す方法で調整されていた）④3 年

生における学習の空洞化（早期卒業をせず 3 年生に

進級した生徒は専門教科課程ではなく、主に大学入

試のための学習をしていた）の４つを挙げていた。

また、同報告書で監査院は、「そのような早期卒業制

度の歪んだ運営実態から、科学高校は大学入試の名

門高校としての役割を果たしているに過ぎず、専門

教科課程の運営を通じて創造的な科学人材を育成す

るといった本来の設置目的からはかけ離れている」

と端的に指摘している。 

 それ以降も科学高校が才能教育機関であるのか、

それとも学業成績の優秀な人達が集まる「名門高校」

に過ぎないのかという、科学高校の存在意義につい

て韓国国内で度々議論されるようになった。また、

科学高校の卒業生の進学先が科学技術分野だけでは

なく、医学部になりつつあることに対しても世論の

批判が高まった。ある新聞記事によると、ソウル科

学高校の場合、2013 年度の卒業生 114 名の中、25

名（21％）が医学部に進学しており、世宗科学高校

やハンソン科学高校も同様に医学部への進学が増え

ている状況にあるという（20）。  

科学高校への財政的な支援は地域によって異なる

ため一概には言えないが、最低で年間 2億 3 千万ウ

ォン（約 2300 万円）、最高で 16 億 4千万ウォン（約

1億 6400 万円）と言われており、それは一般高校と

比べると、莫大な支援といえる。例えば、2013 年度

国会科学技術委員会のイ・サンミン議員（自由先進

党）の指摘によると、「2008 年度全国高等学校にお
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ける学校運営費の支援状況」という資料では、一年

間インチョン市の教育庁が一般高校の在学生一人当

たりに出した予算は 46 万 9550 ウォンであったのに

対して、インチョン科学高校の在学生には一人当た

り 567 万 1260 ウォンの支援がなされており、その差

は 12.1 倍にものぼっていた（21）。このように科学高

校への批判が新聞記事等で散見されるようになった

のは、科学高校が時代とともに「大学受験のための

機関」になりつつあることに対して、韓国国民が厳

しい目を向けるようになってきたことのあらわれと

言えよう。 

 

２．早期卒業制度に対する既卒者の感想 

 科学高校は1996年より1年早く大学に進学できる

ように制度的に保障することで、個人の力量を発揮

できる環境を早めに提供できると期待されていたが、

先にもふれたように、2012 年に科学高校の早期卒業

制度はずさんな運営実態が問題視され、大幅に縮小

されるようになった。しかし、早期卒業制度が導入

されてから間もない頃、すなわち制度が歪みを見せ

る前に、韓国の早期卒業制度は実際にどのような機

能を果たしていたのか。ここからは早期卒業制度を

初めて利用できた世代の卒業生 8 人（1995 年から

2000 年の間の卒業生）を対象に、7 人にはアンケー

ト調査を、1人（K氏）にはインタビュー調査を行い、

早期卒業制度が持っていた本来の機能について確か

めることとしたい。 

（1）調査の概要 

①科学高校の早期卒業者へのアンケート調査 

卒業年度：1995 年～2000 年 N=７ 

ⅰ．現在の職業 科学関連の研究者・教授（4人）、

会社員（2人）自営業（1人） 

ⅱ．科学高校へ

の入学動機 

早期卒業制度や AP など、アクセ

ラレーションに関するプログラ

ムが魅力的だった（4 人）、科学

関連の仕事に就きたかった（2

人）、その他（1人） 

ⅲ．科学高校の 数学・科学中心の学習ができる（6

カリキュラムの

良さ 

人）、アクセラレーションによっ

て効果的な学習ができる（1人）

ⅳ.早期卒業制

度のメリット 

進学先が決まっていたことで、大

学入試の負担から解放され、必要

な勉強に集中できた（6 人）、短

時間で多くの内容を吸収できた

（1人） 

ⅴ.早期卒業制

度のデメリット

美術や音楽、人文学に関する学習

ができなかった（5 人）、勉強中

心の生活で交友関係を築くこと

ができなかった（2人） 

ⅵ.早期卒業制

度による学習が

大学進学後、ど

のように影響し

たのか。 

大学進学後に少々勉強をやり直

す必要があった（4人） 

大学進学後の勉強には全く問題

なかった（3人） 

ⅶ.科学高校の

強み 

質の高い教師（3 人）、数学・科

学中心の学習（3 人）、個性的な

クラスメイト（1人） 

ⅷ.その他の意

見 

メリット：早期卒業制度によって

修能試験（大学のセンター試験に

あたる）を受ける必要がなかった

ことが何よりよかった。必要な科

目だけに集中できたことがよか

った。 

デメリット：科学高校は殆どが似

ている環境で育った人たちが集

まっている点が問題だと感じた。

人間関係を築く時間的な余裕が

なかった。 

 

②卒業生へのインタビュー調査（K 氏、30 代、1997

年卒業、現在電子工学分野の研究者） 

早期卒業のメリッ

トについて 

・一般高校より 2 年間、科学

と数学に集中したカリキュラ

ムが提供され、密度の高い授

業を受けることができた。 

・早期卒業をした後の進学先
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（KAIST）が決まっていたた

め、大学入試にとらわれるこ

となく、必要な勉強できた。

・大学の入試のために、暗記

中心の勉強をしなくてよかっ

た。 

・早期卒業といった明確な目

標があったため、勉強に集中

できた。 

早期卒業のデメリ

ットについて 

・新しく設立された高校であ

ったため、先生達は早期卒業

者の数など、目に見える成果

を求める傾向が強かった。 

・化学実験など、もう少し科

学関連の活動をしたかった

が、時間的に無理であった。

・音楽。美術、文学などの授

業を殆ど受けておらず、社会

人になってから足りない部分

があると感じた。 

・1年半で高校の 3年間の教育

課程を終わらせる必要があっ

たため、算数に関していえば、

深く思考するような学習がで

きなかった。 

（2）考察 

 以上の調査結果を踏まえ、韓国の早期卒業制度が

制度導入時に持っていた機能を考察すると、以下の

通りである。 

まず、早期卒業のためにスピーディーな学習が行

われ、時間的なロスを回避できたという肯定的な意

見もあったが、半数以上の人が大学進学後に再度学

習する必要があったことを認めている。科学分野に

おけるスピード重視のアクセラレーションについて

課題があったことが推察できる。 

その一方で、調査対象者の約 6 割が早期卒業制度

を科学高校への志望動機として考えており、科学技

術分野の高度なマンパワーの育成という点から見た

場合、当制度は科学人材の「科学技術分野へと誘導」

といった機能ももっていた可能性がある。 

また、科学高校の早期卒業制度には修能試験（大

学入試のセンター試験にあたる）が課されないため、

大学入試へのプレッシャーから解放され、その分将

来につながる勉強に集中できたという意見が多く聞

かれた。それは韓国の才能教育における早期卒業制

度は、高大接続が予め制度的に保障されていたこと

で、より効果的であったとみることができる。 

 

 

Ⅳ おわりに 

 

 本稿では「才能教育」の名の下に公的支援を受け

る韓国の科学高校が、近年早期卒業制度の運営をめ

ぐる議論の中で「受験名門校化」してきたことが明

るみになったことで社会的な批判が高まり、結局早

期卒業制度が縮小されるようになった経緯を述べた。

設立当初韓国の科学高校は「平準化政策」の補完策

として、または国のための科学人材の育成といった

明確な大義名分が存在したことで国民のコンセンサ

スを得ていた。しかし、時代とともに大学の進学先

が多様化してきたこと、そして近年早期卒業制度の

乱用を通じて「受験名門校化」したことが公となり、

国内での批判が高まっている現状が確認できた。 

そもそも科学高校は韓国の高校多様化政策のなか

で生まれたものであるが、韓国の事例からは高校の

多様化政策 実現するためには、大学受験競争の影

響をいかに抑制するか、言い換えれば、「大学入試」

制度の改革も併せて考えることが不可欠であること

が明らかになった。 

また、本稿の科学高校の卒業生への調査では、高

校における早期卒業制度は「両刀の剣」のようなも

ので、公正な運営の仕方によっては科学人材を科学

技術分野へ誘導し、生徒の潜在能力を十分に発揮・

開花させ、高校教育における卓越性の向上に役に立

つ可能性があることが確認できた。しかしながら、

韓国では早期卒業制度が大幅に縮小されるにあたっ

て、そのような肯定的な意見が議論されることはな

を
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かったことは指摘しておきたい。 

なお、公教育における才能教育に関して国の意図

と国民の思惑にはズレが生じる可能性があるという

ことが韓国の事例から見えてきた。つまり、国の政

策が主として「適能教育主義」や「国際競争主義」、

「社会矯正主義」を志向するとしても、国民の側で

は競争、選抜、序列化への志向が先行し、その二つ

のせめぎ合いの中で才能教育制度のあり方が常に問

われていた。また、才能教育制度における社会的合

意をどのように取り付けていくかが肝要となり、国

レベルでの制度設計が求められていた。かつてマレ

ーシアの全寮制中学校が能力主義重視のエリート養

成機関としての役割を持ちつつも、一方では貧困層

への補償教育的な役割を持っていたように（22）、韓国

の科学高校においても 2011 年度の入試より、「社会

的配慮の対象者」という入試枠が義務化され、入学

者全体の 10～20％が社会的・経済的に恵まれない生

徒のために割当てられることとなった。このように

公的な才能教育制度の中に「卓越性」の追求と同時

に「公平性」を図っていく試みは、才能教育に関す

る社会的合意を取り付けるために必要と思われる。

近年韓国が進めている高校の多様化政策について、

階層間の教育不平等につながるという批判が度々な

されているが、公的な才能教育機関である科学高校

が今後いかにして「卓越性」と「公平性」の調和を

図っていくのか、その動きは注目に値する。 
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